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特定非営利活動法人サイバーセキュリティ促進支援機構定款

第 1章 総 則

(名  称 )
第 1条  この法人は、特定非営利活動法人サイバーセキュリティ促進支援機構とい
う。正、英文表記はJapan Cyber Security Support Organization(略 称JCSSO)

とする。

(事務所)

第 2条  この法人は、主たる事務所を東京都目黒区日黒二丁目 14番 13-1303
号ダイヤパレスシェル トワレロ黒に置く。

(目  的 )
第 3条  この法人は、サイバーセキュリティについて学びたい一般の方々や、サイバ
ーセキュリティに関わる方々に対 し、サイバーセキュリティに関する啓発、教

育、調査研究及び情報提供に関する事業を実施することによって、サイバーセ

キュリティに関する標準化の推進と技術水準の向上や公益の増進に寄与するこ

とを目的とする。

(特定非営利活動の種類 )

第 4条  この法人は、前条の目的を達成するため、次の種類の特定非営利活動を行
つ。

(1)社会教育の推進を図る活動

(2)情報化社会の発展を図る活動

(3)前各号に掲げる活動を行 う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助

の活動

(事業の種類 )

第 5条  この法人は、第 3条の目的を達成するため、特定非営利活動に係る事業とし
て、次の事業を行う。

(1)サ イバーセキュリティに関する情報提供を通じての普及・啓発活動

(2)サ イバーセキュリティに関する教育活動

(3)サ イバーセキュリティに関する調査・コンサルティング

(4)そ の他目的を達成するために必要な事業

第 2章 会 員

(種  別 )
第 6条  この法人の会員は、次の 2種 とし、正会員をもって特定非営利活動促進法

(以下「法」という。)上の社員とする。
(1)正会員  この法人の目的に賛同して入会 した個人及び団体
(2)準会員 この法人の目的に賛同じ賛助するために入会 した個人及び団体

(入  会 )
第 7条  会員の入会について、特に条件は定めない。



2 会員として入会しようとするものは、理事長が別に定める入会申込書により、
理事長に申し込むものとする。

3 理事長は、前項の申し込みがあつたとき、正当な理由がない限り、入会を認め
なければならない。

4 理事長は、第 2項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書
面をもつて本人にその旨を通知しなければならない。

(会費 )

第 8条 会員は、本会の運営及び事業の実施に要する経費を負担する為、理事会にお
いて別に定める細則に従い、会費を納入 しなければならない。

(会員の資格の喪失 )

第 9条  会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。
(1)退会届の提出をしたとき。
(2)本人が死亡 し、若 しくは失踪宣告を受け、又は会員である団体が消滅 したと

き。

(3)継続 して 1年以上会費を滞納 したとき。
(4)除名されたとき。

(退  会 )
第10条 会員は、理事長が別に定める退会届を理事長に提出して、任意に退会するこ
とができる。

(除  名 )
第11条 会員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを除名す
ることができる。

(1)こ の定款に違反したとき。

(2)こ の法人の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。
2 前項の規定により会員を除名しようとする場合は、議決の前に当該会員に弁明
の機会を与えなければならない。

第 3章 役 員

(種別及び定数 )

第12条  この法人に、次の役員を置 く。
(1)理事  3人 以上 7人 以内
(2)監事  1人 以上 2人 以内
2 理事のうち 1人 を理事長とし、 1人以上 2人以内を副理事長とする。



(選任等 )

第13条 理事及び監事は、総会において選任する。
2 理事長及び副理事長は、理事の互選とする。
3 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若 しくは 3親等以内の
親族が 1人 を超えて含まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び 3親等以内の親
族が役員の総数の 3分 の 1を超えて含まれることになつてはならない。
4 法第20条各号のいずれかに該当する者は、この法人の役員になることができな
い 。

5 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねてはならない。

(職 務 )
第14条  理事長は、この法人を代表 し、その業務を総理する。
2 理事長以外の理事は、法人の業務について、この法人を代表 しない。
3 副理事長は、理事長を補佐 し、理事長に事故があるとき又は理事長が欠けたと
きは、理事長があらか じめ指名 した順序によつて、その職務を代行する。

4 理事は、理事会を構成 し、この定款の定め及び総会又は理事会の議決に基づ
き、この法人の業務を執行する。

5 監事は、次に掲げる職務を行う。
(1)理事の業務執行の状況を監査すること。

(2)こ の法人の財産の状況を監査すること。

(3)前 2号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関 し不正の行為
又は法令若 しくは定款に違反する重大な事実があることを発見 した場合には、

これを総会又は所轄庁に報告すること。

(4)前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること。

(5)理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述
べること。

(任期等 )

第15条 役員の任期は、 2年 とする。ただ し、再任を妨げない。
2 補欠のため、又は増員により就任 した役員の任期は、それぞれの前任者又は現
任者の任期の残存期間とする。

3 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務
を行わなければならない。

(欠員補充)

第16条  理事又は監事のうち、その定数の 3分の 1を超える者が欠けたときは、遅滞
なくこれを補充しなければならない。

(解  任 )
第17条  役員が次の各号の一に該当する場合には、総会の議決により、これを解任す
ることができる。

(1)心身の故障のため、職務の遂行に堪えないと認められるとき。

(2)職務上の義務連反その他役員としてふさわ しくない行為があつたとき。

2 前項の規定により役員を解任 しようとする場合は、議決の前に当該役員に弁明
の機会を与えなければならない。



(報酬等 )

第18条  役員は、その総数の 3分の 1以下の範囲内で報酬を受けることができる。
2 役員には、その職務を執行するために要 した費用を弁償することができる。
3 前 2項 に関し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別に定める。

第 4章 会 議

(種  別 )
第19条  この法人の会議は、総会及び理事会の 2種 とする。
2 総会は、通常総会及び臨時総会とする。

(総会の構成 )

第20条  総会は、正会員をもって構成する。

(総会の権能 )

第21条  総会は、以下の事項について議決する。
(1)定款の変更

(2)解散及び合併
(3)会員の除名

(4)事業計画及び予算並びにその変更

(5)事業報告及び決算

(6)役員の選任及び解任

(7)役員の職務及び報酬

(8)入会金及び会費の額

(9)資産の管理の方法

(10)借入金 (その事業年度内の収益をもって償還する短期借入金を除 く。第47

条において同じ。)その他新たな義務の負担及び権利の放棄
(11)解散における残余財産の帰属

(12)事務局の組織及び運営

(13)そ の他運営に関する重要事項

(総会の開催 )

第22条  通常総会は、毎年 1回開催する。
2 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。
(1)理事会が必要と認め、招集の請求をしたとき。
(2)正会員総数の 5分の 1以上から会議の目的を記載 した書面により招集の請求
があつたとき。

(3)監事が第14条第 5項第 4号の規定に基づいて招集するとき。

(総会の招集 )

第23条  総会は、前条第 2項第 3号の場合を除いて、理事長が招集する。
2 理事長は、前条第 2項第 1号及び第 2号の規定による請求があったときは、そ
の日から30日 以内に臨時総会を招集 しなければならない。

3 総会を招集するときには、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載 した書
面又は電磁的方法により、開催の日の少な くとも 5日 前までに通知 しなければな

らない。



(総会の議長 )

第24条  総会の議長は、その総会に出席 した正会員の中から選出する。

(総会の定足数 )

第 25条  総会は、正会員総数の 2分の 1以上の出席がなければ開会することはできな
い。

(総会の議決 )

第26条  総会における議決事項は、第23条 第 3項 の規定によつてあらか じめ通知 した
事項とする。

2 総会の議事は、この定款に規定するもののほか、出席 した正会員の過半数をも
つて決 し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

3 理事又は正会員が、総会の目的である事項について提案 した場合において、正
会員全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を

可決する旨の社員総会の決議があつたものとみなす。

(総会での表決権等 )

第27条  各正会員の表決権は、平等なものとする。
2 やむを得ない理由により総会に出席できない正会員は、あらか じめ通知された
事項について書面若 しくは電磁的方法をもつて表決 し、又は他の正会員を代理人

として表決を委任することができる。

3 前項の規定により表決 した正会員は、前 2条及び次条第 1項の適用について
は、総会に出席 したものとみなす。

4 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加
わることができない。

(総会の議事録 )

第28条  総会の議事については、次の事項を記載 した議事録を作成 しなければならな
い。

(1)日 時及び場所

(2)正会員総数及び出席者数 (書面若 しくは電磁的方法による表決者又は表決委
任者がある場合にあつては、その数を付記すること。 )

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果

(5)議事録署名人の選任に関する事項
2 議事録には、議長及び総会において選任された議事録署名人 2人が、記名押印
又は署名 しなければならない。

3 前 2項 の規定にかかわらず、正会員全員が書面又は電磁的記録による同意の意
思表示をしたことにより、総会の決議があつたとみなされた場合においては、次

の事項を記載 した議事録を作成 しなければならない。

(1)総会の決議があつたものとみなされた事項の内容
(2)前号の事項の提案をした者の氏名又は名称
(3)総会の決議があったものとみなされた日及び正会員総数
(4)議事録の作成に係る職務を行つた者の氏名

(理事会の構成 )

第29条  理事会は、理事をもって構成する。



(理事会の権能 )

第30条  理事会は、この定款に別に定める事項のほか、次の事項を議決する。
(1)総会に付議すべき事項

(2)総会の議決 した事項の執行に関する事項

(3)その他総会の議決を要 しない業務の執行に関する事項

(理事会の開催 )

第31条  理事会は、次に掲げる場合に開催する。
(1)理事長が必要と認めたとき。

(2)理事総数の 2分の 1以上から理事会の目的である事項を記載 した書面により

招集の請求があつたとき。

(理事会の招集 )

第32条  理事会は、理事長が招集する。
2・ 理事長は、前条第 2号の規定による請求があつたときは、その日から14日 以内
に理事会を招集 しなければならない。

3 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載 した書
面又は電磁的方法により、開催の日の少なくとも 5日 前までに通知しなければな

らない。

(理事会の議長 )

第 33条  理事会の議長は、理事長がこれにあたる。

(理事会の議決 )

第34条  理事会における議決事項は、第32条第 3項の規定によつてあらかじめ通知し
た事項とする。

2 理事会の議事は、理事総数の過半数をもつて決 し、可否同数のときは、議長の
決するところによる。

(理事会での表決権等 )

第35条  各理事の表決権は、平等なものとする。
2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらか じめ通知された
事項について書面をもつて表決することができる。

3 前項の規定により表決 した理事は、前条及び次条第 1項 の適用については、理
事会に出席 したものとみなす。

4 理事会の議決について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加
わることができない。

(理事会の議事録 )

第36条  理事会の議事については、次の事項を記載 した議事録を作成 しなければなら
ない。

(1)日 時及び場所

(2)理事総数、出席者数及び出席者氏名 (書面表決者にあつては、その旨を付記
すること。 )

(3)審議事項

(4)議事の経過の概要及び議決の結果
(5)議事録署名人の選任に関する事項



2 議事録には、議長及びその会議において選任された議事録署名人 2人が記名押
印又は署名 しなければならない。

第 5章 資 産
(資産の構成 )

第37条

(1)

この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもって構成する。

設立当初の財産目録に記載 された資産

会費

寄附金品

財産から生 じる収益

事業に伴う収益

その他の収益

(2

(3

(4
買
υ
　

ａ
ｇ

(資産の区分 )

第38条  この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に関する資産、そイ)4じの導弓ト
事潤はる真二の4蛹馨とする。

(資産の管理 )

第39条  この法人の資産は、理事長が管理 し、その方法は、総会の議決を経て、理事
長が別に定める。

第 6章 会 計

(会計の原則 )

第40条  この法人の会計は、法第 27条各号に掲げる原則に従つて行わなければならな
い。

(会計の区分 )

第41条  この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業会計、くて明しの事球弩覇報)舎
千蟄とする。

(事業年度 )

第42条  この法人の事業年度は、毎年 4月 1日 に始まり、翌年 3月 31日 に終わる。

(事業計画及び予算 )

第43条  この法人の事業計画及びこれに伴 う予算は、毎事業年度、理事長が作成 し、
総会の議決を経なければならない。

(暫定予算 )

第44条  前条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立 しないとき
は、理事長は、理事会の議決を経て、予算成立の日まで前事業年度の予算に準

じ収益費用を講 じることができる。

2 前項の収益費用は、新たに成立 した予算の収益費用とみなす。

(予算の追加及び更正 )

第45条  予算成立後にやむを得ない事由が生 じたときは、総会の議決を経て、既定予
算の追加又は更正をすることができる。



(事業報告及び決算 )

第46条  この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等決算に関す
る書類は、毎事業年度終了後、速やかに、理事長が作成し、監事の監査を受

け、総会の議決を経なければならない。

2 決算上剰余金を生 じたときは、次事業年度に繰 り越すものとする。

(臨機の措置 )

第47条 予算をもつて定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担を
し、又は権利の放棄をしようとするときは、総会の議決を経なければならない。

第 7章 定款の変更、解散及び合併

(定款の変更 )

第48条  この法人が定款を変更 しようとするときは、総会に出席 した正会員の 4分の
3以上の多数による議決を経、かつ、法第25条第 3項に規定する事項について

は、所轄庁の認証を得なければならない。

2 この法人の定款を変更 (前項の規定により所轄庁の認証を得なければならない
事項を除 く。)し たときは、所轄庁に届け出なければならない。

(解 散 )
第49条  この法人は、次に掲げる事由により解散する。
(1)総会の決議

(2)目 的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

(3)正会員の欠亡

(4)合併

(5)破産手続開始の決定

(6)所轄庁による設立の認証の取消 し

2 前項第 1号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の 4分の 3以
上の議決を経なければならない。

3 第 1項第 2号の事由によりこの法人が解散するときは、所轄庁の認定を得なけ
ればならない。

(残余財産の帰属 )

第50条  この法人が解散 (合併又は破産手続開始の決定による解散を除 く。)し たと
きに残存する財産は、法第11条第 3項に掲げる者のうち、総会において議決し

たものに譲渡するものとする。

(合 併 )
第51条  この法人が合併 しようとするときは、総会において正会員総数の 4分の 3以
上の議決を経、かつ、所轄庁の認証を得なければならない。



第 8章 公告の方法
(公告の方法 )

第52条  この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に掲載 して
行 う。ただし、法第28条の 2第 1項に規定する貸借対照表の公告については、
この法人のホームページにおいて行 う。

第 9章 事務局

(事務局の設置 )

第53条  この法人に、この法人の事務を処理するため、事務局を設置することができ
る。

2 事務局には、事務局長及び必要な職員を置 くことができる。

(職員の任免 )

第54条  事務局長及び職員の任免は、理事長が行 う。

(組織及び運営 )

第55条  事務局の組織及び運営に関 し必要な事項は、総会の議決を経て、理事長が別
に定める。

第10章 雑 則

(細  則 )
第56条  この定款の施行について必要な細則は、理事会の議決を経て、理事長がこれ
を定める。

附 則
1 この定款は、この法人の成立の日から施行する。
2 この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。
理事長     深 谷  暢
副理事長    堀 田  和 彦
理事      山 崎  康 平
監 事     NAKOLINIVALU‐ [R・肝 EPELI
3 この法人の設立当初の役員の任期は、第15条第 1項の規定にかかわらず、この法
人の成立の日から令和 7年 6月 30日 までとする。
4 この法人の設立当初の事業年度は、第42条 の規定にかかわらず、この法人の成立
の日から令和 7年 3月 31日 までとする。
5 この法人の設立当初の事業計画及び予算は、第43条の規定にかかわらず、設立総
会の定めるところによる。

6 この法人の設立当初の会費は、第8条の規定にかかわらず、次に掲げる額とす
る。

(1)年会費 正会員 (個人)10,000円

準会員 (個人)5,000円
正会員 (団体 )

準会員 (団体 )

1口 120,000円

1口 60,000円

(1日 以上 )



書式第 1号 (法第 10条 。第 23条関係 )
設立・役員変更用

役 員 名 簿 (役員名簿及び役員のうち報酬を受ける者の名簿)

特定非営利活動法人 サイバーセキュリティ促進支援機構

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)
ノ

ピ1以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
ヮ各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
(どちらかに○)

(フ リガナ )
報酬の有無
(どちらかにO)

役職名等
氏    名

1

⌒

〔理事ノ・監事
:`/

フカヤ ミツル

 
右 .白旺 ,
「
1  1′ ｀`` /

/
理事長

深谷 暢

2 埒ラン
監事ホッタカズヒ

コ
´ ヽ
口壬 ′
k｀
｀`/
し /

有 副理事長
堀田 和彦

3
/~ヽ

プ
。監事ヤマザキコウヘイ 有・f無ノ

/`
理事

山崎 康平

′
ａ
■ 理事

。メ監事ノ
レ /
/

r^' , lr I:n" I, /´ヽ

有(歩/ 監事AヽKOLINIVALU

EPELI

理事・監事 有 。無

′
０ 理事・監事 有 4正

理事・監事 有 。無

8 理事・監事 有 。無

Ｑ

υ 理事・監事 有・無

10 理事・監事 有 。無



書式第 8号 (法第 10条・第 25条関係 )

設立・定款変更用

令和 6年度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法人 サイバーセキュリティ促進支援機構
1 事業実施の方針
令和 6年度は認知度向上に重きを置きつつ、サイバーセキュリティの重要性の普及・啓発活動を主とし、

サイバーセキュリティに関する情報提供をしていく。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【1,940】 千円 )
定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

党盃
対象者
範囲

受盃
対象者
人数

事業費
(千円)

サイバーセキュ

リティに関する

情報提供を通じ

ての普及・啓発

活動

毎月サイバーセキュリティの
インシデントニュースの配信
を行い、情報提供を通じて会
員らに対して身近に感 じても
らいつつ事故予防の啓発を実
施

5月 ～
3月

目 黒 区
事務所

6

一 般 の
方々、サ
イバーセ
キュリテ
ィに関わ
っている
方々

20 (4) 450

サイバーセキュ

リティに関する
情報提供を通 じ
ての普及・啓発
活動

毎月サイバーセキュリティの
インシデン トニュースの配信
を行い、情報提供を通じて会
員らに対して身近に感じても
らいつつ事故予防の啓発を実
施

5月 ～
3月

目 黒 区
事務所

6

一 般 の
方々、サ
イバーセ
キュリテ
ィに関わ
っている
方々

60 (8) 150

サイバーセキュ

リティに関する

教育活動

毎月サイバーセキュリティに
関する注意喚起すべき部分を
ウェビナー等を通して実施

5月 ～
3月

目 黒 区
事務所

8

一 般 の
方々、サ
イバーセ
キュリテ
ィに関わ
っている
方々

120 400

サイバーセキュ

リティに関する

教育活動

毎月サイバーセキュリティに
関する注意喚起すべき部分を
ウェビナー等を通して実施

5月 ～
3月

目 黒 区
事務所

8

一 肢 の
方々、サ
イバーセ
キュリテ
ィに関わ
っている
方々

200 140

サイバーセキュ

リティに関する

調査・コンサル

ァィング

サイバーセキュリティに関し
て、対象者の方々にIT資産の
棚卸の方法論、実際の棚卸サ
ポー トを実施 し資産の可視化
をサポー ト。またそれら可視
化された資産のアップデー ト
方法や対処についてコンサル
ティングを実施

5月 ～
3月

目 黒 区
事務所

4

サイバー
セキュリ
ティに関
わってい
る方々

100 560

サイバーセキュ

リティに関する

調査・コンサル

ティング

サイバーセキュリティに関し
て、対象者の方々にIT資産の
棚卸の方法論、実際の棚卸サ
ポー トを実施 し資産の可視化
をサポー ト。またそれら可視
化された資産のアップデー ト
方法や対処についてコンサル
ティングを実施

5月 ～
3月

目 黒 区
事務所

4

す
セ

ア
わ
る

イノミーー

キュ リ
ィに関
つてい
方々
30 240



書式第 8号 (法第 10条 。第 25条関係 )

設立・定款変更用

令和 7年度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法人 サイバーセキュリティ促進支援機構
1 事業実施の方針
令和 7年度は継続的に認知度向上に重きを置きつつも、引続きサイバーセキュリティの重要性の普及・

啓発活動を主とした情報提供をしながら、困っている方々へのコンサルティングも必要であれば増やし

ていく。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【2,500】 千円 )
定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受盃
対象者
範囲

受盃
対象者
人数

事業費
(千円)

サイバーセキュ

リティに関する
情報提供を通 じ
ての普及・啓発
活動

毎月サイバーセキュリティの
インシデントニュースの配信
を行い、情報提供を通じて会
員らに対して身近に感 じても
らいつつ事故予防の啓発を実
施

5月 ～
3月

目 黒 区
事務所

6

一 般 の
方々、サ
イバーセ
キュリテ
ィに関わ
っている
方々

40 (6) 540

サイバーセキュ

リティに関する
情報提供を通 じ
ての普及・啓発
活動

毎月サイバーセキュリティの
インシデントニュースの配信
を行い、情報提供を通じて会
員らに対して身近に感 じても
らいつつ事故予防の啓発を実
施

5月 ～
3月

目 黒 区
事務所

6

一 般 の
方々、サ
イバーセ
キュリテ
ィに関わ
っている
方々

80 200

サイバーセキュ

リティに関する
教育事業

毎月サイバーセキュリティに
関する注意喚起すべき部分を
ウェビナー等を通して実施

5月 ～
3月

日 黒 区
事務所

8

一 肢 の
方々、サ
イバーセ
キュリテ
ィに関わ
っている
方々

120 440

サイバーセキュ

リティに関する

教育事業

毎月サイバーセキュリティに
関する注意喚起すべき部分を
ウェビナー等を通して実施

5月 ～
3月

日 黒 区
事務所

8

一 般 の
方々、サ
イバーセ
キュリテ
ィに関わ
っている
方々

250 200

サイバーセキュ

リティに関する

調査・コンサル

ティング

サイバーセキュリティに関し
て、対象者の方々にIT資産の

棚卸の方法論、実際の棚卸サ
ポー トを実施 し資産の可視化
をサポー ト。またそれら可視
化された資産のアップデー ト
方法や対処についてコンサル
ティングを実施

5月 ～
3月

日 黒 区
事務所

4

サイバー
セキュリ
ティに関
わってい
る方々

100 730

サイバーセキュ

リティに関する

調査・コンサル

ティング

サイバーセキュリティに関し
て、対象者の方々にIT資産の
棚卸の方法論、実際の棚卸サ
ポー トを実施 し資産の可視化
をサポー ト。またそれら可視
化された資産のアップデー ト
方法や対処についてコンサル
ティングを実施

5月 ～
3月

日 黒 区
事務所

4

サイバー
セキュリ
ティに関
わってい
る方々

30 390



書式第 9号 (法第 10条 。第 25条関係 )

令和6年度 活動予算書
設立 口定款変更用

特定非営利活動法人サイバーセキュリティ促進支援1

単位 :円
金   額 小 計 ・ 合 計

正会員受取会費
準会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金

4
事業収益:サイバーセキュリティに関する教育活動
事業収益 :サイバーセキュリティに関する調査/コ ンサル

受取利息

480
300

000
000

780,000

0

0

150,000
1,300,000

1,450,000

0

2,230,000

1

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
通信運搬費 (ネ ット環境費、サーバー費、WEB会議利用費)

1

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

1,000,000

1,000,000

300

240

100

300

000
000

000
000

940,000

1,940,000

0

100,000

80,000

180,000

180.α
2.120.0(X

当 期 経 A B 110.00(

過年度損益修正益

災害損失

当  期  経 増  滅 C D

110.01

70,000

40_(

l  籠 に1

Fiヨ

F=l:1

(2)



書式第 9号 (法第 10条 。第 25条関係 )

令和7年度 活動予算書
設立・定款変更用

特定非営利活動法 ―ヾ

令   籠 ′:ヽ 1汁 合 計

1,120,000

事業収益:サイバーセキュリティに関する教育活動
事業収益:サイバーセキュリティに関する調査/コ ンサル

受取補助金

受取利息

4

正会員受取会費
準会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

2,000,000

3.120.000

1.500.000

1,500,000

300,000
280,000

1,000,000

2.5(Ю,00(

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
通信運搬費 (ネ ット環境費、サーバー費、WEB会議利用費)

1

1

2

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

100,000

80,000

180,000

180.(

2.680.(

当  期  経 減  額 A B 440.000

過年度損益修正益

災害損失

当  期  経 増  滅  1 C D ②

440.(
∞

∞

410.1



設   立   用
書式第 6号 (法第 10条関係 )

特定非営利活動法人サイバーセキュリティ促進支援機構   設立趣旨書
趣旨

この 21世紀半の世界はよリグローパル化社会へと進んでいます。
国際社会はインターネットに代表される国境を越えた肛Bやネットワークを中心とした高度情報通信社会が築
かれております。
この高度情報通信社会では、情報通信技術の高度な発達とその利用により、官公庁においては、いわゆる電子

政府/電子自治体の実現化、企業においては、企業内情報システムの高度化や電子商取引に象徴されるビジネ
ス革新を、また個人や家庭においてもインターネットでの電子決済が当たり前になつてきており今後も情報化

を促進していくことが期待されております。

更に2020年 1月 に端を発した、新型コロナウィルスの感染拡大は全世界を飲み込みました、日本でも従来の

生活スタイルから脱却が叫ばれて、多くの企業もテレワークやオンライン会議に代表される遠隔/非接触/非対

面によるデジタル技術を活用したビジネス取引に移行せざるをえませんでした。 一方でネットワークセキュ
リティが想像以上の早さで身近な問題となる中、新たな技術や製品/サービスによる便利な使い方が促進され

る反面、ランサムウェアによるサイバー攻撃等様々な犯罪に結び付きかねない悪用なども増加してきていま

す。   しかしながら、サイバーセキュリティに関するノウハウや人材を持たない中小企業の多くがサイバ
ーセキュリティ問題から取り残されようとしています。

中小企業大国である日本が、元気な経済社会を継続していくためには、人材不足/ノ ウハウ不足/資金不足とい

つた過酷な環境に置かれている中小企業に寄り添い、持続性のあるサイバーセキュリティ対策の設備や教育に

ついて利用できる仕組みを構築する必要があります。ついてはサイバーセキュリティ技術の叡知を集め、中小

企業自らが実現できる、組織を立ち上げ、運営していくことが不可欠であると考えます。

自らの会社を守るためにも、会員同士が自助努力を行い、サポーターである専門家集団と連携し、このネット

ワーク社会で共に発展していける、団体が必要であるとの認識で設立を決めました。

一つの方法として、会員の皆様にニュース配信等を通じて最近のセキュリティのトレンドをもつと日常的距離

に引き寄せ、プロの研究者や技術者と連携しつつ、それぞれが自分の出来る範囲で問題解決に参画する、それ

によつて全体の幸福につながる仕組みを作ることが可能となると考えられます。例えば、

(1)無料で相談できるサイトの立ち上げ

(2)様々な人達を巻き込みつつ、国内外の各分野の研究者や技術者が地域住民と連携する仕組み

(3)各 自が学び、課題を共有して問題解決を目指す仕組み、といつたものです。

これは、最先端のトレンドやノウハウに触れる「生きた教育」の場としても有用し、現在横行している「事故

を隠蔽」「横並び主義」「社会的閉塞感」の弊害を防ぐ場として貢献できることも期待されます。当団体は、

このような普及・啓蒙活動を通じて、豊かで多様な社会の創造に貢献することを目的とします

2.申請に至るまでの経緯
2022年 10月 に数名で発足して以来、上記趣旨のもとに、ニュース配信など幅広い活動を続けてきました。

非営利活動促進法に基づく法人格を取得することにより現在の活動基盤をさらに充実させるため、2023年 12月

に法人化問題に関する本格的な検討に着手しました。その後、2024年 2月 に、NPO法人化の申請に向け、

事業計画等の準備を開始することを決定いたしました。さらに2024年 3月 には設立準備委員会を発足するとと

もに、特定非営利活動法人サイバーセキュリティ促進支援機構の設立を決議、3月 からは設立申請に先行し

形でHPの立ち上げ (https://www.jcsso.jp/)と 運営サポート、病院向けのイベントで一定の実績を納めたこ

とを受け今次の申請に至つたものです。

6年 4月 10日

設立代表者

氏名  深谷 暢




